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I 経済成長と貧困文化 

ユ戦後経済の高度成長

r局度成長から安定成長へJ という.キャッチ.フレー 

ズが政持の場に現れて以来10年近くになる。しかしこ 

の間に辑案された多くの政策のうち，実行にうつされ 

たのは，はとんど高度成長にプラスの作用をもつもの 

だけといっても過言ではあるまい。''

このような経済，社会体制の特徴は，第2次大戦後 

のいわゆる先進諸国にある程度まで共通している。社 

会主義革命による生産手段の公有化はもとよりのこと， 

第 1次大戦後の大不況克服のために資本主義諾国が採 

用した完全雇用政策もまた，政府公共部門の比重を増 

加させ，この公的部門はもっぱら生産力の増大，技術 

本新，産業構造の重化学:I：業化などを促進する役割を 

はたしてきた。その結果ひきおこされる環境汚染や公 

害については，恐慌力S経済成長を停止させるような強 

制力としてでtまなく，住民の告発や運動をうけいれる 

政策当局者の理性的な判断に依存しなければ，その抑 

制力を発揮させることはできない。また経済成長の裙 

圾増大する所得の分配についても，一方では階級闘争 

盤和のための座業民主制により，ある程度までその不 

平等が是正されながら，.他方では技術新と産業構造: 

変化に•適応しきれな、、未組織労働者や旧自営業下層を 

貧®文化の悪循環におとしいれる

とりわけ戦後日本のような，わずか四半世紀の間に 

1人当り国民所得が実質10倍近くなるといった人類史 

上にも例をみな、、変動の過糊に’おいては，人問1世代 

における学曹~>生産">伝達という生活崩期のサイクル 

をこえて加速された生ぽ構造の变化によって，世代間 

にもまた深、、文化的断層が形成される。とれは戦後べ

ビー.，プ'一ムに弓I統べ人ロ取命によっ，て，戦中派中^  

年層が実権をにぎる年功社会から棘外された一大人ロ 

第団を発生させた半面に，この中高年の下層にも，先 

述の货困亥化を同世代的に重ね合;}:?せた。平均寿命の 

延長はこれらの傾向をますます助長するだけであろう。

2 貧困の形態変化 

戦前における日本の貧困は，わずかに典同体的な隣 

保相挟に依存する無権利な労働者の低賃金の上に飯行 

された,急激な資本の蓄積によるものであったといわ 

れている。しかし明治中期に在来の農業，1|営業等の 

産業部門においても，西欧導入の近代廣業部と同時 

,併行的な発展が見られた頃には，小晨経営の普及した 

関西や柬海地域で薬fiir講や報德社のような産業組合類 

似の組織が設置され，また大正期に入って®化学工業 

イ匕が進むにつれて,成人労働者家族の都ホへの定着が 

おこり，その労働運動が組織イいされるとともに，と0 

わけ大企業労働者の年功賃金や共済制度が現れてきた。 

今次大戦後には，日本資本主義の蓄粮構造に戦前とは 

ことなる変化が認められるとともに，’農村から都市べ 

出て結婚して子供をぎて上げるまでの最も生;!?的な時 

期だけを雇用労働者として職場に定着するという大正 

期の勞働者生括に対ほ;して発生した諸制度は，戦後の 

大企業本エを中心として再編され，拡大され，固定化、 

されることとなった。

ところが，このいわゆる終身雇用と年功資金，企業 

別組合と企業堪位の社全保障という制度は，やがて産 

業構造变化が生涯を雇用労働者として部-‘に矩着せざ 

るをえない核家族を，とりわけぺビ.一 ， プーム人口後 

h に大量発生させるにつれて，もはやその生活保障 

体系としての有効性を央いつ'o fc るにもかかわらず，

一，度化さ れ た 制 度 の 網 は ，容易にま-M されそうに
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人間‘環境系研究会の中問報告

ない。これは* 労棟)者生ほの核家族イ匕に対応する生活 

の社会的保障が未成熟であるところに発生する貧困で 

あるという意味では，ロゥントリ一等により指摘され 

た近代的貧困の現れであるといってよかろう。これが 

先述の現代的貧困と重層し，さらに戦前壁の貧困もま 

た貧困文化の核の中に生き続けているにもかかわらず， 

それらが顕在的な一大問題として，社会福祉に対する 

ニー ドをたかめ, 成長社会Ki対する有効なプィ一ドバ 

ッ夕となろにいたらないということに，今日当ifilする 

問題がある。

n 生産的労働の限界

1 生産的労働の歴史 

人間労働の生産力増大は，農litによる食料生産の確 

保と，その剰余の蓄粮を基礎とする技術と:3：C化の進歩 

によってはじめて可能となった。これはやがて都；市へ 

の人口集中とエ藥，商業の発展をもたらし貨將の流 

通とその蓄積機能への転化をうみ，これがさらに生産 

手段の技術的改良と他人労働力の雁用にtfけられるよ 

うになると，労働生産力の増大は飛躍的なたかまりを 

みせるのである。

さて個人としての人間が，その個俘を維持し，つぎ 

の世代を生み，育̂ててゆくのは，生態学的には一')の 

システムと考えることができよう。それはまず個体と 

しての人間機能を翁持するシステムであるとともに， 

人IMj— 生のうちに他人と一定のかかわりをもち,つぎ 

の世代を増殖してゆくシステムでもある。そとには必 

耍不可缺な何種類かの人間関係があり，その最も甚本 

的なものが夫婦，親子の開係である。この本的な人 

間関係をとり結びながら，個人がその一生を経過して 

ゆく旧期的現象がライプ.サイクルにはかならない。

この生括周期システムりうちから，その労働生産力を 

発揮する部分が，独自のシステムとしてそのT9生逾と 

ほ己増袖をはじめたのが資本である。人間が一定の労 

働条件で质川樊約を結•び，利潤をロ的とする生産に従 

けるのは，この個人の生ffiMi期シスチムと資本の蓄 

愤システムとのiniに交わされる[̂ ]̂係にはかならない。

率がまず第1 に，労働の生産力によって決定されるこ 

とはすでに述べたが，近代社会ではとれが独自のシス 

テムとして自己増贿するとともに，技術的知識もまた 

自然科学の理論と実験という方法によって，、、わゆる 

科学のための科学という自己増敏のシステムとして独 

立するようになる。それは章ず知的資料を宽集.分類 

し，ついセこの整理された情報相互の機能的関速につ 

いて一定の仮説をたて，この假説が新しい情報によつ 

て諷明^れるかどうかを検誕することだけを目的とす 

る於別めtラ動である実験をおこな'^、，証明された仮説 

を論理的整合性が満足されるような形で在来の理論体 

系中に組 ; ^ み，この伴系は教育を通じて広く一般に伝 

達される二 •

これは資本の自己増殖システムとけっして同一のも 

のではなVよif、, ちょうど資本にとって必要性のより大 

き 、労働力より高 '̂、貧金が支仏われるように，よ 

り大きな生産力を発揮するめに必要な知的情報はよ、) 

高価に購入されることによって，それに関係る科学 

の諸.分野はより速かに進ホする.そして労働の生産力 

は，労働力の質よりも，より多く新しい技術の導入に 

依存する結果として, 人間の科学よりは自然の科学， 

とりわけ巨大なエネルギ一を開発する原子力の研究な 

どに重点がおかれることとなるのである。

2 情却システムの独立 

人injの文化は全体として1つの7*?化廣とr=i己增航の 

シスチムであるといってよかろう。人類の歴史は.，’そ 

り多様な文化シスチム相冗のたたか、、と糊汰によって， 

その增贿効ギが粟積めに上する軌跡で*>る。この効

3 制御システムとしての政';台と成長社会

しかしこの経済と科学，1̂1産と情報についてのシス 

チムは，力、ならずしも完全に自# 的なS 己保存能力を 

もっているわけではなV、。19世紀のイギリスは世界の 

先発資本主義W として，その国民経済は完全に自律的 

なシステムとしての機能を発揮したように思われるが, 

他の後発資本主義国では多少とも政府の行政シスチム 

による保護助成というコントロールをともなって，は 

じめて諸シスデム間の整合を可能にすることができた, 

をしてイギリスにおいても前世紀末から今世紀初iK， 

第1次大戦後に世界経済のリ一夕，--ンップを继頭:した 

ァメリカも世界大不況からの回復遍殺において，政府 

の立法*行政，，司法システムの介入が定着することに 

なったのであ> る。

この政治システムの介入は，しぱしぱ民生活の最 

低限を保隙する機能をはたすとともに，より著しく生 

逾カ湖大.技術ホ新.産業構造の化学工業化等を促 

進する役割をはたしてきた。社会科学はIをI然科学より 

おくれて発達してきたが，経済学はその対まとする生 

遊の過稱が資本の己增赠という比較的まとまった’ン
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ステムをなしていたことによって，前世紀の末にはほ 

ぽ首尾一貫した個別科学としての理論体系を構成する 

ところまで到達した。しかしいわゆる自由資本主義の 

段隋においてはi 好況不況の波からはこのシステムの 

最朔のメンバーである資本といえども逃れるととはで 

きなかった，

世界大不況からの回復過程は，巨大な経済主体とし 

ての国家財政が，金融市場を操作する政策をも援用す 

ることによって，生産手段に対+ る追加需要をつくり 

だ し ふたたが生産力増大のコースを再開させる政策 

の実験過程でもあった。それと同時にこの20世紀の中 

葉は，社会学，心理学•政治学等々の社会科学，人文 

科学の領域に，つぎつぎと自律的な理ij体系が築さ 

れるとともに，これら諸科学の領域にまたがるサイバ 

ネティクスや行動科学の研究が推進された時期でもち 

った。そしてこれら諸科学の発達をも含めて,経済と 

科学と政治, すなわち生産と情報と制御の3 システム 

の問には，全く相互にプラスのフィードバッ クしかか 

力、らない依存関係が成立してしまったのである。

4 不生産的労働と中間層 、

このように生産力の巢糖的に増大する社会は，それ 

力';交換を前提とする分業社会である以上，この増加す 

る生産物の流通に，いよいよ多くのエ ネ ル ギ ー を 割か 

なけれぱならない。さらに情報の処理と増殖，そして 

社会システム制御のための管理機能についても，多く 

の人的物的資源が必耍になってくる。これは人間が自 

然に直接的に働きかける生産に従事するものではなく， 

その意味での不を産的労働であるが，それは社会シス 

チムを制御する権力に多少ともかかわることによって， 

次第にその重要性を増してくる。かくて生産力の増大 

につれて流通管理の機能とそれに従事する労働力は増 

加するが, やがて不況が到来すると，この機能は遊休 

しこれら不メ主産的労働者には，生産過程から脱あし 

た生産的労働者とともに危機が訪れる。

しかし，やがて社会の管jRシスチムが盤備され，そ 

の介入のもとで生産力の增大が:F?発足すると，さきの 

不生産的労働者の総体としての仲びは生鹿的労働者を 

上廻るようになるとともに，その内部に額々様々な分 

化をみせるにいたる。とれが.現代社会にお、て中問層 

と、 る社会階眉をガタ造ることになるのである。

したがって，この中問層のポ1次的な存立並盤は， 

いうまでもなく生ま的労働の生廣力であり，その増大 

の過程で2次的に派生してくる流通，情報*管理の機

能である。故にこの生産力増大が，人類という糖の維 

持をことって制約条件に転化するということは，その基 

盤の危機を意味するものにはかならない，しかしまた 

人間の生産的労働の生産力増大にかわづて，人問社会 

の管理のり力、たにより大きなウェイトがかかってく 

るということは，不生産的労働に対する在来の2次的 

な評価が逆転するととでもちり，この危後には一種の 

質的変化の契機が含まれることにもなる。

I D 地球環境による制約と保護

1 生態学と宇宙科学Iこよる-督吿

さてH 速人間環境会譲やローマ. クラプの警告を一^

, R して流れている思想は，かつての未来学が画いてみ 

せた知識の開発と生産力の増大という無限の染観的展 

望か，まさに人類という種が食うている生物としての， 

制約条件をこえることによって，その存在の危機をま 

ねくというペシミズムでfcる。また分子生物学の発達 

は，生物学と物理.化学との理論的な境界を，基本的 

.にはすでに取去ってしまっている。したがってこの問 

題は，いまや自然科学によって社会科学にその解決を 

せまられている挑戦状であるとうけとられなければな 

るま、、。

これはまたァポロ針画によって得られた教訓の1っ 

でもちる。‘人類は地球上に生した生物のユ種である 

から，こ£0地球，生物的環境をはなれて宇密空間に生 

存する場合には，きわめてきびしい制約をうける。し 

たがって，もる人間がこめ制約を挑除するために必要 

な膨大な生産力は，他の多くの人間の生存と福祉を維 

持するのに用いられるベき地球上の限られた資源をそ 

れだけ唆いっぶすことになる。しかも宇苗を間に，人 

類が比較的生活しやす、地球上と似た環境を発見する 

希望は，むしろ遠のいたといってよかろう。したがっ 

て，全人類がこの制約から開放されるはるか以前に， 

人類が地球上で生活するのに必要な資源を破壊しっく 

すおそれはいよいよ大きくなる。

2 制約条件としての地球環境 

地球という深境シネテムは,人類という種の存続に 

とっては制約条件であ.るとともに保護条件でもある。 

人類という糖の自己増航能力が，地球環境システムに 

対してそれ程の患響力を持ちえなかった時代には，人 

filjはその労働によっ.てこの環境システムに働きかけ， 

必要な生®•資料を獲得すること力';,その個体としての
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生命を維持するためにも，また種族としての人口を墙 

加させるためにも不可缺でちった。人間にとって自然 

というのは，この地球上の環境以外にはありえなかっ 

すこし, との自然の制約にたちむかう人間の生括様式が， 

分業と交換によって結合される社会集団の歴史的な類 

型を規定すろことにもなったの.でもる。

したがっで, 人間にとっで生it的であるということ 

は，專ら人間がその労働によって自然に働きかけ，こ 

れを人間の欲望充足に役立つような形に変えることを 

意味した。とれに封して人間が人間に対する働きかけ， 

すなわち人聞が人間を産み，育て, 健康を維持し，安 

.定した集圓関係を維持するための労働は，いずれも不 

生ま的労働であるとされたのである。

3 保護条件としての地絲環境

ところがとの生産的労働の生産力が増大するにつれ 

て，人類という種の増殖は，次第に地球環境システム 

のま己保存に支障をもたらすようになってくる。人間 

Iことっておなじみの自然というのは，実は地球上の環 

境という特殊な自然なのでもり，より一般的な宇空 

間の然に直接ぽ露されて人類が死滅してしまうこと 

から保護してくれているものでもある。.しかしこの特 

殊な環境シスチムは，一*度その自己保存機能が基本的 

に破壊されてしまうと，やがてより一般的な宇宙に近 

V、自然状態に炭ってゆく.ものであり，これは在来の地 

球に発生した生物の1種である人類にとっては，そ 

の特殊な環境システムによってあたえられるのとは異 

贺の，はるかにきびIA、制的条件とならざるをえな、。

I V 環境•人間系の自己保存

1 社会システム制御の目的

間題は,人間社会シスチム制御の目的をどこにおく 

ぺき力、，ということにある，アポロ計画によって人問 

が学んだ教訓の第2 は，シスチム分析における目的概 

念の重要性というととであった，しかし人間が本源 

的に地球上の生物の1糖 で り ，その尘命の諸機能は， 

基本的には物理化学的法則と同--の論理にしたがうも 

のであるとすれぱ，いったい人間はどれだけjd 111にそ 

め行勘の的を設定する能力をもっているのでを)ろう 

力\ 主観めには，われわれが自山に目的を選択したと 

思っていても,实は人間の内にある自然的傾向によっ 

ズ辟をはめ*̂ れているのでるとすれぱ，われわれは 

まず物理化学から生物学にわたゥ，て一貫してあきらか

にされるッCの梓を十分に認識して，その可能な諸傾向 

のうちから選択をおこなうのが賢明であろう„

さて生物進化が变異と淘汰のメカニズムによっセ発 

生するというのは，ダーゥィニズムの原則である。分 

子生物学の発達は，その基礎が遺伝情報の一*方的伝達 

による個体の同一*性保持機構にあることを於きらかに 

した。変異とは，この同一性保持め過程でおこるミス 

プリントであり，それ自体は熱力学り第2法則と何等 

矛盾するものではなぃ。ところ力’、制約条件としての地 

球瑪境が変化する過程で，きわめて偶然に辕境条件に 

より.適合するような変異が現れると，その同一性保持 

が優勢となって，その他の個体は淘汰されることにな 

る。つまり進化とぃうのは，同保持の過程におけ 

る膨大なまちがぃと浪費の結果，きわめて例外的にお 

こ'る現象の軌跡でしかなぃとすれば，人間の曆史的発 

展におぃて，情報の伝達が文化の形成とそ,の学習とぃ 

う形をとる場合にも，とれを学習過程におこるまちが 

ぃの淘汰によるものとすることができるかもしれなぃ* 

しかしこの淘汰の第1条件は，人間がその制約条件 

としての地球環境に働きかける労働の生産力icお1/、て， 

諸文イ匕のぃずれがよりすぐれてぃネか,.とぃうことで 

ある。そしてその淘汰の形鶴は，しばしぱこの生産力 

に基礎をおく人間の文化的集団相互の戦闘行為をふく 

む闘争となるが，その結果は必ずしも自然淘汰におけ 

るような一方の集団の全減となることはなく, 淘汰に 

勝ち残った文化の学習を通じて人類のより多くの個体 

がより大きな生産力をもつ社会藥団に統合されるにぃ 

たる。かくて人類の進歩とは，人間労働の生ま力を累 

積的に墙大させるものでり,これが諸文化の淘汰と 

ぃう過程を迎る場合には，それが戦闕とぃう態を取 

ろうと，市場交換による生まカの競#^によろうと，や 

がて地球環境における資源の浪費によって，地球環境 

システムの人類に対する適合性をおびやかすにV、たん 

しかもこのような環境变化に適応する新しぃ種が,生 

物進化のメカニズムによって人類の4 •から発生すると 

ぃうことは，とりもなおさず現存する人類の淘汰によ 

る死減を意味することになろう。

2 人間システムの S 己保存 ’

生物進化に対立するもう1つの自然的傾向は，個体 

の同一•性の保持そのもの，すなわちシステムのI I己保 

存の傾向である。これは複# な構成要素が，それぞれ 

サプ，システムとして固桐の法則に従ってぃる状態の 

もとで，システム全体をその‘自律的な再生がおこな
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われるような方向に統合してゆく制御機構のことでfc 

る。人類という種にとってみれぱ，それは諸文化シス 

チム相互問, 文化システムと人間ツステム，文化シス 

テムと地球環境シスチム等の間のマッチソグの間題で 

あろう。したがって，これら諸システム相互間におこ 

る諸，r問題J が，諸システム総体としての自己再生度 

というr目的J 達成の方向においてr解決J される偶 

然性の確率をたかめるごとが，人問のr自然J 力、ら発 

現する目的ということになる。とれはとくに，人間の 

ライフ，サイクル，システムが分業と交換によって染 

0 的に組織イ匕され，種々の文化システムを持つ社会集 

ぽ相互の淘汰を経て，いまや人類という種を全体i し 

て制御する方向に進みつつちる現状においては,とり 

わけその解決を不可避的にせまられているといわなけ 

れぱなるまい。

この種としての人類の統合への道を，闘争による清！ 

汰の過程としてではなく，システムの自己保存の過程 

として推進してゆくためには，シスチムの制御]過程に 

おいて，とりわけ労働の生産力に対'してプラスと同時 

に'^イナスのフィド•，ぐッ& が十分にかかるよ.うに 

しておかなけれぱならない。個体と'して 

め人間システムは，それなりにシステム 

めバラッスを取る機能をもっているが,

経济的生産9 システムは，それとは分離 

した独自の自己増殖機能をもち，これに 

対する制御シスチA としての政治は，い 

まやこの自己増殖についてはプラスのフ 

ィード.パタクとし义しか作用しない。

さらに情報シスチムとしての科学につい 

ては，その'成果力*、経と政治のシステム 

，によって購賈されているかぎり，3者め問にもまたプ 

ラスのフィード•バック関係しか成立しないであろう《 

.この情報システムの中に，さきに述ペナ;:諸文化シスチ 

ム相互，文化システムと人間システム，文化シスチム 

と地球摄境シスチム等の間の制御につ、ての情報が增 

.加する/こめには，経済的生産に対して政治とは逆のマ 

イナスのフィド‘バック機能をもつ人間活動の部分 

のウェイトが増大しなけれぱならない。との部分がす 

なわち余暇システムである。

3 余暇によるバランスの回復 

人問システムのサプ.システムとしての余暇のもつ 

機能は，シスチム総体としてのバランスの回復にもる， 

個人の杂暇活動のうもには，留険や赌ポのようなスリ

ルによって人間システムにゆさぶりをかけるものも 

るが，大部分は労働Jこよる人間システムの31みと消耗 

を補足し回復するものである。また余瑕利;m こよって 

労働の能力をたかめるとか，あるいは施設や交通ま関 

の利用がレジャ一ま業を刺激するといった侧而もある 

が，直接的生産に対する設備投資に比較すれぱ，はる 

かに情報，サービス，流通等の不生産的労働にゥュイ 

トのかかゥた需要構造を形造ろものといってよかろう， 

さらに個人消費水準が上昇し，生活必需物资を購入し 

た残りの自由に処分できる所得分が拡大するにつれて， 

余暇のために購入する生産物や情報，サービスの相対 

的割合は増加しこれはli:接間接に労働'jiC力の累積 

的増大に対してはマイナスのフィード，バ-メクとして： 

作用すろことにより，人類全体としてのバランスを回 

復させる機能を発揮するであろう。このように社会シ、 

ステムを制御する根本目的が，生産力の増大よりはむ 

しろ諸システムおよびそれら相互のバランスの回振. 

維持におかれるようになると,：経済システムの生産力 

は，むしろこのバラシス維持に必要な最少限俊に調整 

されなけれぱならなくなる。

執としての人Ilijシステムの自己保蒋 
I----------- -jj----- -----    -1

iiK-文化相互の制御人問と文化の制御文化と自然の制御

政治システム 
( プラスのフイ - ' ド，パック)

♦I股.シスr ム 
( マイナスのフイ " ド，ノツク)

経 济 （生産）システム
I

m 人としての人irjシステム

V 確認と合意の過程

人問の目的が進歩から保全にI云換するおき，われわ 

れの認識もまた，特定のシステム'一一；例えぱ資本の自 

己増殖による労働生jt-力の増大■— -を中心とする諸シ 

スチムの統合ではなしに, 諸システムの多様性を保孩 

する調整に疲化しなけれぱならなくなる。そしてこの 

調格を可能にするための最低の生産力‘人口 *生活水 

準がIIU題とされることになるであろう。

それは個人のライフ‘サイクルについて名•人が遗 

しうるスタイルの多様性を，どれだけ保存するかとい 

う間題でもある。それらのおのおについてその雄r: 

を保障するための社全稱造がきまひ，それを持する
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のに最少眼度必要な生産力水準がきまる。この水準を 

なるべく低く，そして先の多様性の幅をなるべく広く 

することが，社会システムをコントロ一ルする場合の 

0 的となる。そして当面の目標は，現在の成長経済シ 

ステムがバニックをおこすことなくその水準にまで収 

束してゆくこと，あるいはそのための到達年次を決定 

すること，におかれることになろう

しかし戦後四半世紀の高度:成長を統けてきた白本経 

済にとって，これはきわめて困難，あるいは不可能に 

近い方向転換であろう。これは急激な社会褒'動に対応 

する生活の不安定が，いわば高度成長によってその顕 

在化を免れてきており，その結果さらに増大する不安 

定を顕在化させないために高度成長を維持するという 

悪循環の傾向があることにおいては，なおさらでち 

る。しかし国際通貨管理機構の破線にともなう外的庄 

力は，いまやこの決断への第^^^‘をわれわれにせまっ 

ているものでもあろう。

さらにこのような価値の転換，そのための社会的な 

合意の成立は，それが各人の既得権の保全と衝突する 

場合には，強い抵抗に直丽する。個人やその組織にお 

いても，それがほ己組織系として機能している場合に 

は，既存の構造を保守する力が作用する。したがって, 

成長を一定の限界に収束させようとすれば，その間の

成長余力によって現存の格差の下限を引上げるととも 

に，上限についてはとりわけきびし、、成長苹の引下げ 

が必要とされることになろう。このような合意が，は 

たして人格の自雄性とその個人的価‘値の民主主義的統 

合という人間の合理主義的行動様式によって実現しう 

るであろう力、。ここに人格的主体としての人間と，科 

学的認識の対象としての人問との，きわもて具体的な 

対決の姿に直而せざるをえな、、。しかしこの場合にも,, 

科学的認識が主体としての人間の合意に貢献するため 

には，認識の対象としての人閲，それが自然的シスチ 

ムとして存在しその法則によって必然的に想定され 

る側而について，種としての人類，さらに生物圏，地 

球系といった自然的システムとの共通性をあきらかに 

するはかはないであろう。主体としての人間理性にと 

って大切なことは，それを根底にお、て支配している 

法則に盲目的に従うのではなく，その作用を明確に認 

識した上で，その選択可能な偶然の梓の中で，民主主 

義的討論の末の合意に，その運命をゆだねをことでな 

けれ’ぱなるまい。

(註） 本篇は，昭和47年度疲應義熟学振興資金によを 

共同则究の成̂ ^を，研究代表者黄任にお'̂ 、て中問的に 

とりまとめたものでぁ> る，

(経济学部教授>
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